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回次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期

会計期間

自令和４年
　６月１日
至令和４年
　11月30日

自令和５年
　６月１日
至令和５年
　11月30日

自令和６年
　６月１日
至令和６年
　11月30日

自令和４年
　６月１日
至令和５年
　５月31日

自令和５年
　６月１日
至令和６年
　５月31日

営業収入 百万円 713 714 700 1,434 1,425

経常利益 〃 1,068 987 1,002 1,786 1,812

中間（当期）純利益 〃 177 702 703 696 1,258

持分法を適用した場合の

投資利益
〃 － － － － －

資本金 〃 3,980 3,980 3,980 3,980 3,980

発行済株式総数

株普通株式 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000

優先株式 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

純資産額 百万円 42,735 44,288 46,199 43,616 45,141

総資産額 〃 99,457 101,216 103,471 100,330 102,084

１株当たり純資産額 円 382,656 398,842 418,747 391,841 407,722

１株当たり中間（当期）

純利益
〃 1,220 6,691 6,704 6,002 12,489

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
〃 － － － － －

１株当たり配当額

普通株式 〃 400 400 400 800 400

(内１株当たり中間配当

額)
〃 （－） （－） （－） (－) (－)

優先株式 〃 1,000 1,000 1,000 2,000 1,000

(内１株当たり中間配当

額)
〃 （－） （－） （－） (－) (－)

自己資本比率 ％ 43.0 43.8 44.6 43.5 44.2

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー
百万円 306 541 503 743 1,004

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー
〃 △896 395 △726 △850 △1,959

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー
〃 △98 △196 △98 △98 △196

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
〃 2,310 3,534 1,320 2,793 1,642

従業員数 名 19 20 20 19 21

〔ほか、平均臨時雇用人

員〕
〃 〔3〕 〔3〕 〔4〕 〔3〕 〔3〕

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

（注）１．営業収入は非課税につき、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

令和６年11月30日現在

従業員数（名）
20

(4)

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

(注) １. 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は年間平均人員を(外書)で記

載しております。

２. 当社は保証事業の単一セグメントであります。

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）経営方針

　当社は「開かれた互助会保証」を経営理念に、互助会経営者との対話を積極的に行っております。

経営の基本方針は次の３点であり、割賦販売法に基づく指定受託機関として、全国の冠婚葬祭互助会に対する保証

と幅広いサポートを行っています。

　①互助会業界の健全な発展に貢献すること。

　②契約互助会の継続的な発展に貢献すること。

　③当社の保証基盤(受託事業基金と純資産)の強化を図ること。

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　互助会業界の業績は、新型コロナウイルス感染症の影響を克服し、回復傾向にあるものの、取り巻く経営環境は

少子・高齢化の進展・人口減少、消費者のライフスタイル・ニーズの変化等の構造的な要因に加えて、物価や人件

費のアップ等の経費増加などにより、今後一段と厳しさが増してくるものと予想されます。

　このような状況の中で、当社といたしましては、新「中期経営計画(令和６年度～令和８年度)」においても、

「保証基盤の堅持」、「保証リスクの軽減」、「互助会・業界への貢献」など前「中期経営計画」で掲げた経営方

針を基本的に承継することにより、経営の一貫性、継続性を保つとともに、コロナ禍収束後の事業環境の変化によ

り生じた経営課題に対応し、将来を見据えた各種施策を講じることで、互助会業界をはじめとしたステークホルダ

ーに対する責任を果たしてまいります。

　なお、新「中期経営計画（令和６年度～令和８年度）」においては、計画期間の最終年度で保証契約残高は

7,632億円以上、保証基盤額(受託事業基金と純資産の合計額)は1,026億円以上という目標を掲げておりますが、当

中間会計期間の末日現在においては、保証契約残高は7,873億円、保証基盤額は1,005億円となりました。

　引き続き、消費者保護という使命を果たすべく保証基盤の充実に従来にも増して注力するとともに、契約互助会

の皆様の経営ならびに業界システムの安定・強化に貢献できるように引き続き努力し、もって指定受託機関として

の役割を果たしていく所存であります。

２【事業等のリスク】

　半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社の財政状況及び経営成績等

に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスク要因には、以下の事項があります。

　なお、経営成績等に重要な影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。

　また、以下の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）与信リスク

　これに対応するために、当社では、互助会との前受業務保証金供託委託契約の締結にあたっては、訪問調査、

業界情報の収集、厳正な経営成績及び資産内容等の調査、評価を行っております。また財務上は保証基盤の充実

に注力しております。しかしながら、急激な業績悪化等により、契約先互助会が経営破綻となった場合には、当

社の財政状況及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（2）担保価値低下リスク

　当社では、互助会との前受業務保証金供託委託契約の締結にあたっては、規程に則り不動産担保評価を行った

うえで担保取得しております。担保不動産の価値低下が直ちに当社の財政状況及び経営成績等に影響を与えるも

のではありませんが、契約先互助会が経営破綻となった場合には、当社の財政状況及び経営成績等に影響を及ぼ

す可能性があります。これに対応するため、保証基盤の充実に注力しております。

（3）資産運用リスク

　これに対応するために、当社は、「安全性」「効率性」「流動性」を重視した資産運用方針に基づき、外部専

門機関への運用委託を原則として、投資適格債券、不動産投資信託、株式等によるポートフォリオ運用を行って

おります。市況の低迷や市場金利の上昇等により、保有資産の評価損の発生や、含み損益が悪化した場合には、

当社の財政状況及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。
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（4）法的規制に関するリスク

　当社は、保証事業においては割賦販売関連法規、人事労務においては労務関連法規、財務・税務分野において

は会計税務関連法規その他の法的規制を受けております。当社が各種の法的規制を遵守できなかった場合、又は

各種の規制の変更や新たな法的規制の制定が当社の予想を超えて実施された場合には、当社の財政状況及び経営

成績等に影響を及ぼす可能性があります。これに対応するため、法的規制を遵守するとともに、法的規制の動向

把握及び保証基盤の充実に注力しております。

（5）災害・事故・感染症のリスク

　これに対応するため、当社の事業所が存する地域において大規模な自然災害や事故が発生した場合及び感染症

による感染が拡大した場合に備えた勤務体制の構築及び与信リスクの管理強化に取り組んでおります。しかしな

がら、当社の想定を超えた災害や事故の発生及び感染症の拡大に伴い、当社の勤務体制へ重大な影響が発生した

場合、契約先互助会の経営状態が悪化した場合には、当社の財政状況及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があ

ります。

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の

状況の概要は次のとおりであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間の景況を概観しますと、我が国経済は、物価上昇・深刻な人手不足・海外経済の減速などの下振

れリスクを伴いつつも、所得の堅調な増加を背景に個人消費は順調に回復し、また、輸出も拡大傾向に推移したこ

とから穏やかな持ち直しが続いております。

　　　　このような状況の中で、当社の契約先である冠婚葬祭互助会業界の業況は令和元年３月からの新型コロナウイル

　　　ス感染症の拡大の影響により、冠婚儀式の中止や延期、葬儀の小規模化等事業環境は厳しい状況が続いておりまし

　　　たが、昨年５月の感染症第５類移行後の社会経済活動の正常化に伴い、契約先互助会の業績は全体的な力強さには

　　　欠けるものの、持ち直しの基調は続いております。

　　　　また、金融市場においては、ドル円相場は内外金利差から一時160円を超える水準まで円安が進みましたが、そ

　　　の後の日米の政策金利の変更等から円高が進行し、中間期末にかけては150円台前半で推移しました。日経平均株

　　　価は国内企業の堅調な業績や米国市場における株価上昇を受けて上昇し、中間期末にかけて概ね３万８千円台で推

　　　移しました。金利については、国内長期市場金利は中間期末にかけて前事業年度末と同水準の1.0％台で推移し、

　　　一時低下した米国の長期市場金利は、アメリカ経済の堅調さについての評価から再び4.4％台まで上昇しました。

企業の資金運用は、各国の金融政策、経済政策、世界の地政学的リスクの状況、グローバルな金融資本の動向に

よって大きく有価証券市場が影響を受ける難しい局面が続いております。

当社の当中間会計期間の業績は次のとおりとなりました。

損益状況につきましては、営業収益は、前年同期比13百万円減の700百万円となりました。営業費用は、前年同

期比15百万円減の280百万円を計上しました。この結果、営業利益は前年同期比2百万円増の420百万円となりまし

た。営業外収益は、受取利息、受取配当金及び有価証券利息の合計248百万円及び投資有価証券運用益305百万円、

ならびにテナントからの受取賃貸料53百万円等の合計606百万円を計上しました。営業外費用は、社屋の賃貸収入

原価24百万円を計上しました。経常利益は、前年同期比14百万円増の1,002百万円となりました。特別利益として

責任準備金戻入172百万円を、特別損失として責任準備金繰入179百万円を計上しました。税引前中間純利益は、前

年同期比20百万円減の995百万円となりました。中間純利益は、法人税等が前年同期比33百万円減少した結果、前

年同期比1百万円増の703百万円となりました。

中期経営計画の達成状況に関する認識及び分析は次のとおりです。

令和６年７月に策定した「中期経営計画（令和６年度～令和８年度）」の期間においては、計画期間の最終事業

年度末の保証契約残高は7,632億円以上、保証基盤額（受託事業基金と純資産の合計額）は1,026億円以上という目

標を掲げておりますが、当中間会計期間の末日現在で、保証契約残高が7,873億円、保証基盤額は1,005億円となり

ました。引き続き、計画の達成のために収益力の強化策を実行し保証基盤の充実を図ってまいります。
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期別
前中間会計期間

（自　令和５年６月１日
至　令和５年11月30日）

当中間会計期間
（自　令和６年６月１日
至　令和６年11月30日）

前事業年度
（自　令和５年６月１日
至　令和６年５月31日）

件数・
金額

供託受託契約額
供託受託契約額残高
令和５年11月30日

現在
供託受託契約額

供託受託契約額残高
令和６年11月30日

現在
供託受託契約額

供託受託契約額残高
令和６年５月31日

現在

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

149 795,055,499 149 795,055,499 144 787,344,872 144 787,344,872 297 1,585,825,767 148 790,770,268

計 149 795,055,499 149 795,055,499 144 787,344,872 144 787,344,872 297 1,585,825,767 148 790,770,268

項目
前中間会計期間

（自　令和５年６月１日
至　令和５年11月30日）

当中間会計期間
（自　令和６年６月１日

至　令和６年11月30日）

前事業年度
（自　令和５年６月１日

至　令和６年５月31日）

区分 計
収入手数料

(千円)
計

収入手数料
(千円)

計
収入手数料

(千円)

件数・金額（件） 149 708,294 144 690,920 297 1,409,469

供託受託契約額（千円） 795,055,499 787,344,872 1,585,825,767

供託受託契約残高(A）

（千円）
795,055,499 787,344,872 790,770,268

供託受託契約限度額(B）

（千円）
2,464,074,036 2,514,152,296 2,486,187,481

供託受託契約限度額に対

する供託受託契約残高の

比率(A）／(B）（％）

32.3 31.3 31.8

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、1,320百万円となり、前中

間会計期間末に比べ2,213百万円減少しました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動で得られた資金は、503百万円となりました。これは、営業収入690百万円、利息及び配当金の受取額

254百万円、受託事業基金の受入及び返還合計60百万円、人件費及びその他の営業支出等501百万円等があったこと

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動で使用した資金は、726百万円となりました。これは、投資有価証券の取得による支出2,088百万円及び

その他の支出等25百万円があった一方、有価証券の償還による収入900百万円、投資有価証券の売却による収入434

百万円及びその他の収入53百万円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動で使用した資金は、98百万円となりました。これは、普通株式の配当及び第一種優先株式の配当98百万

円によるものであります。

(3) 生産、受注及び販売の実績

①　供託受託契約状況

（注）　供託受託契約の契約期間は６ヶ月であるため、前事業年度供託受託契約額は２基準日の合計額であります。

②　供託受託契約実績及び収入手数料
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(4) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

①　当中間会計期間の財政状態の分析

(ⅰ) 資産

当中間会計期間末の資産合計は、103,471百万円（前事業年度末102,084百万円）となり、1,387百万円増加と

なりました。増減の主なものは、現金及び預金の減少321百万円、有価証券の減少663百万円及び投資有価証券の

増加2,339百万円であります。

(ⅱ) 負債

当中間会計期間末の負債合計につきましては、57,271百万円（前事業年度末56,942百万円）となり、328百万

円増加となりました。増減の主なものは、未払法人税等の増加118百万円、受託事業基金の増加60百万円及び繰

延税金負債の増加201百万円であります。

(ⅲ) 純資産

当中間会計期間末の純資産合計は、46,199百万円（前事業年度末45,141百万円）となり、1,058百万円増加と

なりました。増減の主なものは、受託事業基金積立金の増加1,150百万円及びその他有価証券評価差額金の増加

453百万円であります。

②　当中間会計期間の経営成績の分析

３「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」をご参照ください。なお、１

「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び２「事業等のリスク」をあわせてご参照ください。

③　キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況につきましては、(2)「キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

④　資本の財源及び資本の流動性についての分析

当社の運転資金需要のうち主なものは、人件費等の経費であり内部資金により調達しております。

当社は、事業上必要な流動性と資金源泉を安定的に確保することを基本方針としております。流動資産から流

動負債を控除した運転資本については、当中間会計期間の末日現在において60億円の超過となっております。

長期資金需要につきましては、内部資金により調達することを基本方針としております。

当中間会計期間の末日現在において、設備投資等の重要な支出の予定はありません。

また、中間会計期間の末日現在において、有価証券及び投資有価証券の残高は933億円となっております。資

産運用につきましては、「安全性」「効率性」「流動性」を重視した「ポートフォリオ運用」を基本とし、社内

の資産運用規程に則り、特に「安全性」、「流動性」に注意を払い運用しております。

なお、現金及び現金同等物の残高は13億円となっております。

４【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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令和６年11月30日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物 什器備品
土地

(面積㎡)
合計

本社

（東京都港区）

前受金の

保証事業
その他設備 1,157,596 4,155

2,029,442

(377.30)
3,191,195 20

第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

２【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。

- 7 -

2025/02/26 10:38:54／24168826_互助会保証株式会社_半期報告書（通常方式）（法24条の5第1項の表の第3号に基づくもの）



種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 384,000

第一種優先株式 60,000

計 444,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（令和６年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和７年２月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 96,000 96,000 該当なし

当社は単元株

制度は採用し

ておりませ

ん。(注１)

第一種優先株式 60,000 60,000 該当なし

当社は単元株

制度は採用し

ておりませ

ん。(注２)

計 156,000 156,000 － －

②【発行済株式】

　（注１）株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

　当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定め

ており、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第８条において定めております。

　（注２）第一種優先株式の内容は次のとおりであります。

（１）優先配当金

①　優先配当金

当社は、毎年５月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された優先株式を有する株主（以下優先株主

という。）又は優先株式の登録株式質権者（以下優先登録株式質権者という。）に対し、普通株式を有

する株主（以下普通株主という。）又は普通株式質権者（以下普通登録株式質権者という。）に先立

ち、次に定める額の金銭による剰余金の配当（以下配当により支払われる金銭を優先配当金という。）

を行う。

第一種優先株式

１株につき年1,000円

②　非累積条項

ある事業年度において、優先株主又は優先登録株式質権者に対し支払う金銭による剰余金の配当の額

が優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（２）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録

株式質権者に先立ち、次に定める額の金銭を支払う。

第一種優先株式

１株につき100,000円

優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。

（３）取得条項

当社は、平成29年９月30日以降の当社の取締役会が取得日として定める日に、第一種優先株式１株につ

き100,000円で、第一種優先株式を取得することができる。
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（４）議決権条項

優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

（５）種類株主総会の決議

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和６年６月１日

～令和６年11月30日
         － 156 － 3,980,000 － 3,014,509

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】
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　　　①　所有株式数別

令和６年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社ベルコ 池田市空港1-12-10
7,792

(4,500)
5.0

株式会社セレマ 京都市中京区西ノ京中御門東町134番地
6,428

(4,500)
4.1

株式会社日本セレモニー 下関市王喜本町6-4-50
5,530

(4,500)
3.5

株式会社レクスト 名古屋市中区富士見町10-27
5,364

(1,000)
3.4

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 4,800 3.1

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 4,800 3.1

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1-4-5 4,800 3.1

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 4,800 3.1

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-1 4,800 3.1

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 4,800 3.1

アルファクラブ武蔵野株式会社 さいたま市大宮区上小町535番地
4,754

(4,500)
3.0

株式会社アークベル 新潟市中央区南笹口2-7-20
4,739

(2,500)
3.0

株式会社サンレー 北九州市小倉北区上富野3-2-8
4,482

(2,500)
2.9

ユウベル株式会社 広島市西区南観音3-16-19
4,320

(3,000)
2.8

株式会社京阪互助センター 大阪市北区長柄西1-6-14
3,772

(2,000)
2.4

株式会社１１７ 姫路市古二階町63番地
3,770

(2,500)
2.4

株式会社千代田 東京都荒川区西日暮里2-39-4
3,676

(2,000)
2.4

株式会社くらしの友 東京都大田区西蒲田8-2-12
3,650

(2,500)
2.3

株式会社メモリード 長崎市稲佐町2番2号
3,454

(2,200)
2.2

りそなカード株式会社 東京都江東区木場1-5-25 3,200 2.1

東洋不動産株式会社 東京都港区虎ノ門1-1-28 3,200 2.1

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町7-3 3,200 2.1

三井住友カード株式会社 大阪市中央区今橋4-5-15 3,200 2.1

株式会社デベロツパー三信 東京都千代田区神田錦町3-11 3,200 2.1

三菱ＵＦＪ代行ビジネス株式会社 東京都府中市日鋼町1-1 3,200 2.1

計 －
109,731

(38,200)
70.3

（５）【大株主の状況】

　(注)所有株主数の(　)内書きは、優先株式であります。
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令和６年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合

(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 4,800 5.0

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 4,800 5.0

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1-4-5 4,800 5.0

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 4,800 5.0

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-1 4,800 5.0

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 4,800 5.0

株式会社レクスト 名古屋市中区富士見町10-27 4,364 4.5

株式会社ベルコ 池田市空港1-12-10 3,292 3.4

りそなカード株式会社 東京都江東区木場1-5-25 3,200 3.3

東洋不動産株式会社 東京都港区虎ノ門1-1-28 3,200 3.3

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町7-3 3,200 3.3

三井住友カード株式会社 大阪市中央区今橋4-5-15 3,200 3.3

株式会社デベロツパー三信 東京都千代田区神田錦町3-11 3,200 3.3

三菱ＵＦＪ代行ビジネス株式会社 東京都府中市日鋼町1-1 3,200 3.3

株式会社名古屋冠婚葬祭互助会 名古屋市北区辻本通1-21 2,248 2.3

株式会社アークベル 新潟市中央区南笹口2-7-20 2,239 2.3

計 － 60,143 62.6

　　　②　所有議決権数別

　　　　　　　　　　　　　　　令和６年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第一種優先株式

　　　　　60,000
－

「１.株式等の状況」の

「(1)株式の総数等」の

「②発行済株式」の注記

に記載されております。

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

          96,000 96,000

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 156,000 － －

総株主の議決権 － 96,000 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】
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②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はございません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第４編の規定により第２種中間財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（令和６年６月１日から令和６年11月

30日まで）の中間財務諸表について、太陽有限責任監査法人により中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について
　当社は、子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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(単位：千円)

前事業年度
(令和６年５月31日)

当中間会計期間
(令和６年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,142,135 6,820,637

有価証券 2,104,939 1,441,290

未収入金 4,406 3,592

未収収益 44,282 48,975

前払費用 2,303 1,641

その他 150 60,150

流動資産合計 9,298,217 8,376,286

固定資産

有形固定資産 ※３ 3,222,118 ※３ 3,191,195

無形固定資産

ソフトウエア 12,162 4,718

ソフトウエア仮勘定 - 8,528

電話加入権 456 456

無形固定資産合計 12,618 13,703

投資その他の資産

投資有価証券 89,550,301 91,889,861

長期前払費用 898 309

投資その他の資産合計 89,551,199 91,890,170

固定資産合計 92,785,937 95,095,069

資産合計 102,084,154 103,471,356

１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】
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(単位：千円)

前事業年度
(令和６年５月31日)

当中間会計期間
(令和６年11月30日)

負債の部

流動負債

責任準備金 ※１ 831,139 ※１ 828,217

未払金 21,755 15,831

未払費用 28,177 31,699

未払法人税等 137,329 256,252

未払消費税等 2,597 2,541

預り金 2,765 4,559

前受収益 9,759 9,759

債務保証損失引当金 1,235,209 1,217,125

その他 9 11

流動負債合計 2,268,740 2,365,997

固定負債

受託事業基金 54,306,097 54,366,300

長期預り保証金 60,073 60,073

役員退職慰労引当金 83,688 53,634

退職給付引当金 4,111 3,876

繰延税金負債 220,041 421,683

固定負債合計 54,674,012 54,905,567

負債合計 56,942,753 57,271,565

純資産の部

株主資本

資本金 3,980,000 3,980,000

資本剰余金

資本準備金 3,014,509 3,014,509

資本剰余金合計 3,014,509 3,014,509

利益剰余金

利益準備金 122,880 122,880

その他利益剰余金

受託事業基金積立金 36,188,400 37,338,400

繰越利益剰余金 1,281,330 736,519

利益剰余金合計 37,592,610 38,197,799

株主資本合計 44,587,119 45,192,308

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 554,282 1,007,483

評価・換算差額等合計 554,282 1,007,483

純資産合計 45,141,401 46,199,791

負債純資産合計 102,084,154 103,471,356
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自　令和５年６月１日

　至　令和５年11月30日)

当中間会計期間
(自　令和６年６月１日

　至　令和６年11月30日)

営業収入

収入手数料 714,111 700,786

営業費用 295,722 280,370

営業利益 418,388 420,416

営業外収益 ※２ 594,135 ※２ 606,465

営業外費用 ※３ 24,580 ※３ 24,329

経常利益 987,944 1,002,552

特別利益

責任準備金戻入 176,184 172,111

特別利益合計 176,184 172,111

特別損失

責任準備金繰入 147,714 179,055

特別損失合計 147,714 179,055

税引前中間純利益 1,016,414 995,608

法人税、住民税及び事業税 324,002 290,392

法人税等調整額 △9,994 1,627

法人税等合計 314,008 292,019

中間純利益 702,405 703,588

②【中間損益計算書】
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(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計受託事業基

金積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 35,688,400 719,139 36,530,419 43,524,928

当中間期変動額

剰余金の配当 △196,800 △196,800 △196,800

受託事業基金積立
金の積立

500,000 △500,000 - -

中間純利益 702,405 702,405 702,405

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）
当中間期変動額合
計

- - - - 500,000 5,605 505,605 505,605

当中間期末残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 36,188,400 724,744 37,036,024 44,030,533

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 91,867 91,867 43,616,795

当中間期変動額

剰余金の配当 △196,800

受託事業基金積立
金の積立

-

中間純利益 702,405

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

166,445 166,445 166,445

当中間期変動額合
計

166,445 166,445 672,051

当中間期末残高 258,312 258,312 44,288,846

③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和５年６月１日　至　令和５年11月30日）

- 17 -

2025/02/26 10:38:54／24168826_互助会保証株式会社_半期報告書（通常方式）（法24条の5第1項の表の第3号に基づくもの）



(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計受託事業基

金積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 36,188,400 1,281,330 37,592,610 44,587,119

当中間期変動額

剰余金の配当 △98,400 △98,400 △98,400

受託事業基金積立
金の積立

1,150,000 △1,150,000 - -

中間純利益 703,588 703,588 703,588

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）
当中間期変動額合
計

- - - - 1,150,000 △544,811 605,188 605,188

当中間期末残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 37,338,400 736,519 38,197,799 45,192,308

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 554,282 554,282 45,141,401

当中間期変動額

剰余金の配当 △98,400

受託事業基金積立
金の積立

-

中間純利益 703,588

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

453,200 453,200 453,200

当中間期変動額合
計

453,200 453,200 1,058,389

当中間期末残高 1,007,483 1,007,483 46,199,791

当中間会計期間（自　令和６年６月１日　至　令和６年11月30日）
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自　令和５年６月１日

　至　令和５年11月30日)

当中間会計期間
(自　令和６年６月１日

　至　令和６年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 708,294 690,920

人件費の支出 △154,861 △183,153

その他の営業支出 △198,198 △176,834

小計 355,234 330,933

利息及び配当金の受取額 252,471 254,638

受託事業基金受入 88,555 63,255

受託事業基金返還 - △3,052

その他の収入 17 15

法人税等の支払額 △154,718 △141,880

未払消費税等の増減額（△は減少） 359 △55

営業活動によるキャッシュ・フロー 541,919 503,854

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △300,000 △4,690,000

定期預金の払戻による収入 300,000 4,690,000

有価証券の償還による収入 - 900,000

有形固定資産の取得による支出 - △2,474

投資有価証券の取得による支出 - △2,088,822

投資有価証券の売却による収入 370,107 434,414

投資不動産の賃貸による収入 53,233 53,233

その他の支出 △27,508 △23,305

投資活動によるキャッシュ・フロー 395,831 △726,954

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △196,796 △98,398

財務活動によるキャッシュ・フロー △196,796 △98,398

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 740,954 △321,497

現金及び現金同等物の期首残高 2,793,592 1,642,135

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,534,546 ※ 1,320,637

④【中間キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

　(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　建物　　　　８～38年

　　什器備品　　５～20年

　(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

　(1）債務保証損失引当金

　契約先互助会の経営破綻により将来起こりうる債務保証に係る損失に備えるため、債務保証損失引当金

の計上に関する内規等に則り、債務保証のリスクの状況を勘案し、引当金の計上要否判定及び引当額を計

上しております。

　(2）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給見積額を計上しております。

　(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく自己都合退職による中間期末要支給見積額から中小企業

退職金共済制度からの給付相当額を控除した金額を計上しております。

４．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

５．その他中間財務諸表作成のための重要な事項

　責任準備金

　割賦販売法第35条の10に基づき、未経過収入手数料と営業収支差額のいずれか多い方の金額を責任準備

金として計上しております。

　なお、同条第２号により算出した金額（年間営業収支差額）が同条第１号により算出した金額（未経過

収入手数料）を超過する金額に相当する責任準備金の繰入額、戻入額については特別損益に計上すること

としております。

（追加情報）

　該当事項はありません。
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前事業年度
（令和６年５月31日）

当中間会計期間
（令和６年11月30日）

659,027千円 649,161千円

前事業年度
（令和６年５月31日）

当中間会計期間
（令和６年11月30日）

790,770,268千円 787,344,872千円

前事業年度
（令和６年５月31日）

当中間会計期間
（令和６年11月30日）

500,119千円 533,517千円

（中間貸借対照表関係）

※１　責任準備金

供託委託契約による収入手数料の未経過額（前受収益）に係る金額は、次のとおりであります。

２　代位供託保証残高

互助会等に代わって法務局に供託することを保証している残高は、次のとおりであります。

※３　有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

前中間会計期間
（自　令和５年６月１日

    至　令和５年11月30日）

当中間会計期間
（自　令和６年６月１日

    至　令和６年11月30日）

有形固定資産 33,467千円 33,398千円

無形固定資産  10,173 〃   7,443 〃

計  43,640 〃 40,841 〃

前中間会計期間
（自　令和５年６月１日

    至　令和５年11月30日）

当中間会計期間
（自　令和６年６月１日

    至　令和６年11月30日）

受取利息 19千円 2,353千円

受取配当金 179,890 〃  179,660 〃

有価証券利息

投資有価証券運用益

受取賃貸料

60,185 〃

300,789 〃

53,233 〃

 66,183 〃

 305,020 〃

 53,233 〃

前中間会計期間
（自　令和５年６月１日

    至　令和５年11月30日）

当中間会計期間
（自　令和６年６月１日

    至　令和６年11月30日）

賃貸収入原価 24,580千円 24,329千円

（中間損益計算書関係）

１　減価償却実施額

※２　営業外収益のうち主なもの

※３　営業外費用のうち主なもの
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当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 96,000 － － 96,000

第一種優先株式 60,000 － － 60,000

合計 156,000 － － 156,000

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和５年８月23日

定時株主総会及び

普通株主による種類

株主総会

普通株式

76,800

(普通配当38,400)

(記念配当38,400)

800

(普通配当　400)

(記念配当　400)
令和５年５月31日 令和５年８月24日

第一種優先株式

120,000

(普通配当60,000)

(記念配当60,000)

2,000

(普通配当1,000)

(記念配当1,000)

当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 96,000 － － 96,000

第一種優先株式 60,000 － － 60,000

合計 156,000 － － 156,000

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和６年８月23日

定時株主総会

普通株式
38,400

(普通配当38,400)

400

(普通配当400)
令和６年５月31日 令和６年８月26日

第一種優先株式
60,000

(普通配当60,000)

1,000

(普通配当1,000)

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和５年６月１日　至　令和５年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

当中間会計期間（自　令和６年６月１日　至　令和６年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

前中間会計期間
（自　令和５年６月１日

至　令和５年11月30日）

当中間会計期間
（自　令和６年６月１日

至　令和６年11月30日）

現金及び預金勘定 4,134,546千円 6,820,637千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △600,000 △5,500,000

現金及び現金同等物 3,534,546 1,320,637

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。
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貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 91,654,241 91,654,241 －

資産計 91,654,241 91,654,241 －

中間貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 93,330,151 93,330,151 －

資産計 93,330,151 93,330,151 －

区分
前事業年度

（令和６年５月31日）（千円）
当中間会計期間

（令和６年11月30日）（千円）

非上場株式 1,000 1,000

区分
前事業年度

（令和６年５月31日）（千円）
当中間会計期間

（令和６年11月30日）（千円）

受託事業基金 54,306,097 54,366,300

（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

前事業年度（令和６年５月31日）

当中間会計期間（令和６年11月30日）

(注１) 「現金及び預金」、「未収入金」については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似するものであ

ることから、記載を省略しております。

(注２) 市場価格のない株式等は、「(1) 有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の中間

貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）は以下のとおりであります。

(注３) 「受託事業基金」については、記載を省略しております。当該基金は、主として契約上の債務を担保する目的

で契約互助会より預け入れられた金銭であり、当社は契約の終了（解除）により返済義務を負うものでありま

す。当該金融商品の中間貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(注４)  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価格が変動することもあります。

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定に優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

債券 － 12,710,345 － 12,710,345

その他 － 78,943,895 － 78,943,895

資産計 － 91,654,241 － 91,654,241

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

債券 － 12,678,184 － 12,678,184

その他 － 80,651,967 － 80,651,967

資産計 － 93,330,151 － 93,330,151

(1) 時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品

前事業年度（令和６年５月31日）

当中間会計期間（令和６年11月30日）

(2) 時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品該当事項はありません。

(注)  時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

　債券は、日本証券業協会公表の公社債店頭売買参考統計値等を時価としており、レベル２に分類しておりま

す。市場における取引価格が存在しない投資信託については、解約等に関して重要な制限がないものは基準価格

を時価とし、レベル２に分類しております。

種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1) 債券 904,100 901,581 2,518

(2) その他 18,603,504 14,708,044 3,895,460

小計 19,507,604 15,609,625 3,897,979

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1) 債券 11,806,245 11,985,499 △179,204

(2) その他 60,340,390 63,260,257 △2,919,867

小計 72,146,636 75,245,707 △3,099,071

合計 91,654,241 90,855,333 798,907

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（令和６年５月31日）
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区分 前事業年度（千円）

非上場株式 1,000

種類
中間貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 債券 303,680 301,280 2,399

(2) その他 19,185,897 14,707,929 4,477,967

小計 19,489,577 15,009,210 4,480,367

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 債券 12,374,504 12,563,436 △188,932

(2) その他 61,466,069 64,305,381 △2,839,311

小計 73,840,574 76,868,818 △3,028,243

合計 93,330,151 91,878,028 1,452,123

区分 当中間会計期間（千円）

非上場株式 1,000

（注１） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落が４半期継続した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。

（注２）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

当中間会計期間（令和６年11月30日）

（注１） 減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落が４半期継続した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。

（注２）上記に含まれない市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額

（賃貸等不動産関係）

　重要性が乏しいため記載を省略しました。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、保証事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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前事業年度
（令和６年５月31日）

当中間会計期間
（令和６年11月30日）

１株当たり純資産額 407,722円 418,747円

前中間会計期間
（自　令和５年６月１日

至　令和５年11月30日）

当中間会計期間
（自　令和６年６月１日

至　令和６年11月30日）

１株当たり中間純利益 6,691円 6,704円

（算定上の基礎）

中間純利益（千円） 702,405 703,588

普通株主に帰属しない金額（千円） △60,000 △60,000

普通株式に係る中間純利益（千円） 642,405 643,588

普通株式の期中平均株式数（株） 96,000 96,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－ －

前事業年度
（令和６年５月31日）

当中間会計期間
（令和６年11月30日）

１株当たり純資産額 407,722円 418,747円

（算定上の基礎）

純資産の部の合計額（千円） 45,141,401 46,199,791

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 6,000,000 6,000,000

（うち優先株式払込金額（千円）） （6,000,000） （6,000,000）

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
39,141,401 40,199,791

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
96,000 96,000

（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第52期）（自　令和５年６月１日　至　令和６年５月31日）令和６年８月27日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

令和７年２月19日
互助会保証株式会社

取締役会  御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 河 島 啓 太

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 村 幸 也

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている互助会保証株式会社の令和６年６月１日から令和７年５月31日までの第53期事業

年度の中間会計期間（令和６年６月１日から令和６年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要

な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、互助会保証株式会社の令和６年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間（令和６年６月１日から令和６年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行

った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表

示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監

査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正

又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を
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　（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判

断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中

間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬に

よる中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸

表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場

合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて

いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどう

かを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求め

られているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上

2025/02/26 10:38:54／24168826_互助会保証株式会社_半期報告書（通常方式）（法24条の5第1項の表の第3号に基づくもの）


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】

	第２【事業の状況】
	１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
	２【事業等のリスク】
	３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	４【経営上の重要な契約等】
	５【研究開発活動】

	第３【設備の状況】
	１【主要な設備の状況】
	２【設備の新設、除却等の計画】

	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	２【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【中間財務諸表等】
	（１）【中間財務諸表】
	（２）【その他】


	第６【提出会社の参考情報】

	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	中間監査報告書

